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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．第44期及び第45期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期 

第１四半期連結 
累計期間 

第45期 
第１四半期連結 

累計期間 
第44期 

会計期間 
自平成24年４月１日 
至平成24年６月30日 

自平成25年４月１日 
至平成25年６月30日 

自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 

売上高（千円） 5,311,658  5,997,478  24,095,305

経常利益（千円） 773,091  725,429  3,438,182

四半期（当期）純利益（千円） 457,395  385,381  2,069,905

四半期包括利益又は包括利益（千円） 469,553  412,709  2,100,419

純資産額（千円） 18,814,929  20,119,416  20,040,635

総資産額（千円） 33,751,783  42,181,937  40,300,647

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） 
20.42  17.33  92.82

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円） 
20.41  －  －

自己資本比率（％） 55.73  47.70  49.70

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、昨年末から継続して実施されている経済政策や米国経済の堅

調な回復、円安等の影響を受け、輸出関連企業を中心に業況は好転しており、設備投資や個人消費が増加するな

ど、大きく回復軌道を描いております。一方で、来年施行される消費税率の引き上げ、円安による輸入コストの増

加などの影響も懸念されており、楽観視はできない状況となっております。 

ユニットハウス業界におきましては、東北地方において復興工事の着工が当初の想定より遅れている影響はある

ものの、全国的には公共工事を含め建設着工高が増加しており、需要は高まっております。 

このような情勢のなか、当社グループは工場の新設を含めた生産設備の改修を進め、需要増加に対応できる体制

を整えております。また、展示販売場やトランクルーム等の販売ネットワーク拡充についても、計画に沿って継続

して取り組んでおります。 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間のユニットハウス事業の売上高は 百万円（前年同期比12.2％

増）となりました。その他の事業につきましては、当第１四半期連結累計期間の売上高は 百万円（前年同期比

118.2％増）となりました。 

上記の結果、当第１四半期連結累計期間売上高は 百万円（前年同期比12.9％増）となりました。 

利益面におきましては、製造及び物流部門の原価低減を推進し、営業利益746百万円（前年同期比13.5％増）、

経常利益725百万円（前年同期比6.2％減）、四半期純利益385百万円（前年同期比15.7％減）となりました。 

   

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

なお、当社では、法令及び社会規範の順守を前提として、①効率的な資産運用及び利益重視の経営による業績の

向上ならびに積極的な利益還元、②経営の透明性確保、③顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される

経営体制の構築を推進し、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を目指しており、この方針を支持する

ものが「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」であることが望ましいと考えています。 

また、上記の方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した場合には、当該表明者や東京証券取引所

その他の第三者（独立社外者）とも協議のうえ、上記の方針に沿い、株主の共同の利益を損なわず、役員の地位の

維持を目的とするものでないという、３項目の要件を充足する必要かつ妥当な措置を講じるものとします。 

  

(3）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

   

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

5,916

81

5,997

42
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(4）主要な設備 

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第

１四半期連結累計期間において著しい変更はありません。   

   

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に対し 百万円増加し 百万円とな

りました。変動の大きかった主なものは、レンタル資産の増加 百万円、建設仮勘定の増加 百万円などであ

ります。 

 負債の合計額は、前連結会計年度末に対し 百万円増加し 百万円となりました。変動の大きかった主

なものは、短期及び長期借入金の純増加額 百万円、未払法人税等の減少 百万円などであります。 

純資産の合計額は、前連結会計年度末に対し 百万円増加し 百万円となりました。自己資本比率は47.7％

となっており、健全な財務状況を保っております。 

  

1,881 42,181

1,228 551

1,802 22,062

2,148 523

78 20,119
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

 該当事項はありません。  

 該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成25年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  23,356,800  23,356,800

東京証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）  

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は、1,000株で

あります。 

計  23,356,800  23,356,800 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成25年４月１日～ 

 平成25年６月30日  
－  23,356 －  1,545,450  －  2,698,150

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式の数は、 株であります。 

  

該当事項はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,123,000 － 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は、1,000株でありま

す。 

完全議決権株式（その他） 普通株式   22,193,000  22,193 同上 

単元未満株式 普通株式     40,800 － － 

発行済株式総数        23,356,800 － － 

総株主の議決権 －  22,193 － 

  平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三協フロンテア株式会社 千葉県柏市新十余二５ 1,123,000 －  1,123,000  4.81

計 － 1,123,000 －  1,123,000  4.81

1,124,000

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,325,300 2,295,814

受取手形 ※2  1,425,972 ※2  1,561,843

営業未収入金 3,076,499 2,985,611

売掛金 1,206,359 1,007,957

販売用不動産 17,964 17,964

商品及び製品 1,004,944 1,129,559

仕掛品 354,548 427,344

原材料及び貯蔵品 950,886 1,077,930

その他 759,402 622,587

貸倒引当金 △33,177 △26,562

流動資産合計 11,088,700 11,100,050

固定資産   

有形固定資産   

レンタル資産（純額） 15,245,885 16,474,115

建物（純額） 2,217,046 2,260,156

土地 9,260,888 9,260,888

建設仮勘定 398,778 950,204

その他（純額） 1,148,827 1,146,309

有形固定資産合計 28,271,426 30,091,675

無形固定資産 199,226 205,118

投資その他の資産 ※1  741,293 ※1  785,093

固定資産合計 29,211,946 31,081,887

資産合計 40,300,647 42,181,937

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※2  253,685 ※2  285,450

買掛金 4,828,469 5,037,320

短期借入金 5,758,000 2,958,000

未払費用 2,039,285 1,976,800

未払法人税等 782,645 258,828

賞与引当金 335,653 171,236

役員賞与引当金 2,500 －

その他 ※2  1,706,236 ※2  1,845,461

流動負債合計 15,706,476 12,533,098

固定負債   

長期借入金 3,596,000 8,544,000

退職給付引当金 510,549 528,092

役員退職慰労引当金 178,341 178,904

環境対策引当金 15,569 15,569

資産除去債務 211,018 224,999

その他 42,056 37,857

固定負債合計 4,553,534 9,529,422

負債合計 20,260,011 22,062,521
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,545,450 1,545,450

資本剰余金 2,776,663 2,776,663

利益剰余金 16,028,503 16,080,386

自己株式 △307,703 △308,133

株主資本合計 20,042,913 20,094,365

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,441 1,934

為替換算調整勘定 △6,719 23,116

その他の包括利益累計額合計 △2,277 25,050

純資産合計 20,040,635 20,119,416

負債純資産合計 40,300,647 42,181,937
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

売上高 5,311,658 5,997,478

売上原価 3,088,603 3,498,171

売上総利益 2,223,054 2,499,306

販売費及び一般管理費 1,565,441 1,753,235

営業利益 657,613 746,071

営業外収益   

スクラップ売却収入 6,861 10,423

保険解約返戻金 126,238 －

その他 8,086 14,341

営業外収益合計 141,186 24,765

営業外費用   

支払利息 15,296 26,937

支払手数料 4,165 13,418

その他 6,246 5,052

営業外費用合計 25,708 45,407

経常利益 773,091 725,429

特別損失   

固定資産売除却損 5,661 4,464

特別損失合計 5,661 4,464

税金等調整前四半期純利益 767,429 720,964

法人税、住民税及び事業税 115,184 250,148

法人税等調整額 194,850 85,435

法人税等合計 310,034 335,583

少数株主損益調整前四半期純利益 457,395 385,381

四半期純利益 457,395 385,381
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 457,395 385,381

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,488 △2,507

為替換算調整勘定 13,647 29,836

その他の包括利益合計 12,158 27,328

四半期包括利益 469,553 412,709

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 469,553 412,709
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※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

※２．四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

  ３．特定融資枠契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引先金融機関（銀行６行）とリボルビング・クレジッ

ト・ファシリティ（貸出コミットメント）契約を締結しており、また取引先金融機関（銀行６行）とターム

ローン契約（分割実行可能期間付金銭消費貸借契約）を締結しております。 

 それぞれの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

  

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

投資その他の資産 千円 △8,435 千円 △8,135

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

受取手形 千円 90,810 千円 73,000

支払手形  59,025  44,972

流動負債（その他）  35,847  4,606

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

貸出コミットメントの総額 千円 5,000,000 千円 5,000,000

借入実行残高  4,200,000  1,800,000

差引額  800,000  3,200,000

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

タームローンの総額 千円 2,000,000 千円 －

借入実行残高  2,000,000  －

差引額  －  －

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日） 

減価償却費 千円 750,272 千円 940,345
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

配当に関する事項 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

配当に関する事項 

配当金支払額 

  

前第１四半期連結累計期間(自平成24年４月１日 至平成24年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自平

成25年４月１日 至平成25年６月30日) 

当社グループはユニットハウス事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重要性

が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 （注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年２月10日 

取締役会 
普通株式 364,053 16.25 平成24年３月31日 平成24年６月21日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年５月13日 

取締役会 
普通株式 333,498 15.00 平成25年３月31日 平成25年６月20日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

（1)１株当たり四半期純利益金額 円 銭 20 42 円 銭 17 33

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  457,395  385,381

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  457,395  385,381

普通株式の期中平均株式数（千株）  22,402  22,233

（2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 20 41  －

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（千株）  7  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 
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該当事項はありません。 

平成25年５月13日開催の取締役会において、平成25年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額              333百万円 

② １株当たりの金額            15円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成25年６月20日  

  

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三協フロンテア

株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日か

ら平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三協フロンテア株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年８月12日

三協フロンテア株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 海野 隆善   印  

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 佐々木 浩一郎 印  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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